
様式第２号

菊池市長　江 頭　実　　様

【委任者】

住所

商号又は名称

代表者氏名

私は、次の者を代理人と定め、下記に記載する委任事項の一切の権限を委任します。

【受任者】

住所

商号又は名称

代表者氏名

【委任事項】

１　見積り並びに入札の件

２　業務委託等の契約締結の件

３　代金請求並びに受領の件

４　共同企業体結成等に関する一切の件

５　復代理人選任の件

６　その他契約に関する一切の件

委　　任　　状

令和○年○月○日

熊本市中央区○○番地

土木コンサルタント株式会社

代表取締役　土木 太郎 実印

熊本市中央区○○番地

土木コンサルタント株式会社　菊池支店

支店長　建築 花子 印

記

受任者の印は、様式第９号の使

用印と同一のものになります

■委任状は、本店から支店・営業所等に委任する場合のみ提出してください。
■支店・営業所に委任した場合は、次の取り扱いになります。

・入札及び契約の際は支店・営業所名義になります。

・文書の発送及び電話での連絡先も原則として支店・営業所とします。

■【建設工事及び測量・建設コンサルタント等のみ】支店・営業所名義で、業務に関する許可がない

場合は、当該業務の登録はできません。



様式第４号

商号又は名称

記入要領

　1　本表は、申請書「G.業種情報」の希望する業務に〇を選択した業務の実績を記入すること。

　2　希望業務ごとに別葉にして作成すること。【例：測量（測量一般）】、建築コンサルタント（建築一般）など　】

　3　直前１年間の主な契約について記入すること。(他分野における委託契約，工事請負契約は記入しないでください。)

　4　「請負金額」の欄には，消費税及び地方消費税込みの金額を記入すること。

　5　中央公契連統一様式など、本様式の内容を満たしていれば、任意様式でも可とする。

1 　令和○年○月 　令和○年○月

2 　令和○年○月 　令和○年○月

3 　　　年　　月 　　　年　　月

4 　　　年　　月 　　　年　　月

5 　　　年　　月 　　　年　　月

6 　　　年　　月 　　　年　　月

7 　　　年　　月 　　　年　　月

8 　　　年　　月 　　　年　　月

9 　　　年　　月 　　　年　　月

10 　　　年　　月 　　　年　　月

11 　　　年　　月 　　　年　　月

12 　　　年　　月 　　　年　　月

13 　　　年　　月 　　　年　　月

ポンプ場設計　ポンプ○基　付帯設備設
計

希　望　業　務　実　績　調　書
（希望業務分野別に作成）

土木コンサルタント株式会社

（希望業務分野名） 土木コンサルタント（下水道）

152,000

着工年月日 完成年月日

○○市 元請 ○○地区詳細設計業務委託 ○○市 幹線詳細設計　○○m 10,000

発注者
元請又は

下請の区分
業　　務　　名

履行場所
(市町村名)

業務概要
(業務内容を具体的に記入)

請負金額
（千円）

△△市 元請 ○○地区ポンプ場詳細設計業務委託 △△市

■業務の種類ごとに、過去1年間（令和7年11月1日か

ら令和8年10月31日まで）に完了した請負（請負額100

万円以上）について記入してください。



（種類） 商号又は名称

記載要領
１
２ 「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律又は命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載すること。

（例 ： ○○建築士、○○土木施工管理技士）
３ 「実務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等業務に従事した職種及び地位を記載すること。

４ 入りきれない場合は、枠を増やして作成すること。もしくは、中央公契連統一様式など、本様式の内容を満たしていれば、任意様式でも可とする。

５ 技術者の退職等変更があった場合は、再提出すること。

取  得  年  月  日

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

氏　　　　　　　　名
法 令 に よ る 免 許 等

実              務             経             歴 実務経験年月数
名 称

技        術        者        経        歴        書　　　　

建築関係建設コンサルタント 土木コンサルタント株式会社

様式第５号

2級建築士 平成○年○月○日 建築積算 □ □

本店 熊本　三郎 1級建築士 昭和○○年○月○日構造設計、現場監理 △

 本表は、業種区分（「測量」、「建築関係建設コンサルタント」、「土木関係建設コンサルタント」、「地質調査」、「補償関係コンサルタント業務」）ごとに作成し、種類欄に記載する。

営業所等

△

菊池支店 菊池　一郎



様式第６号

菊池市長　　様

資本関係及び人的関係について、次のとおり申告します。

1.資本関係に関する事項 （会社法第２条第３号の２又は第４号の２に該当するもの）

  該当の有無〔　　有　　・　　無　　〕（どちらかに〇）

会社の商号又は名称 申請者との関係（いずれかに〇を付ける）

親会社等

本店（所在地） 子会社等

親会社を同じくする子会社等

会社の商号又は名称 申請者との関係（いずれかに〇を付ける）

親会社等

本店（所在地） 子会社等

親会社を同じくする子会社等

会社の商号又は名称 申請者との関係（いずれかに〇を付ける）

親会社等

本店（所在地） 子会社等

親会社を同じくする子会社等

2.人的関係に関する事項 （役員等を兼任しているもの）

　該当の有無〔　　有　　・　　無　　〕（どちらかに〇）

※役員等とは、株式会社の役員（監査役員を除く）、持分会社の業務を執行する社員、組合の理事又は

これらに準ずる者とします。

代 表 者 職 氏 名

資本関係及び人的関係に関する申告書

令和〇年〇月〇日

住 所

商 号 又 は 名 称

熊本県熊本市中央区○○番地

土木コンサルタント株式会社

代表取締役　土木　太郎

役員氏名 自社役職 兼任先の商号又は名称 兼任先役職

土木　太郎 代表取締役 株式会社土木建築 取締役

○土木建設株式会社

熊本市北区○○番地

株式会社水道建設

熊本市中央区○○番地

○

枠が不足する場合は、枠を増やす
か別表で作成をお願いします。

■役員に監査役は含みません。

■建設業者も含みます。



【記入要領】

写真①（全景）

写真②（内部）

1 商号又は名称、写真番号、撮影年月日の記載があり、写真確認できれば任意の様式でも可（デジタル
カメラのデータによる作成でも可）

2 写真は、3ヶ月以内に撮影したものでカラーとする。

様式第８号

事務所・倉庫等写真台帳
（菊池市内業者のみ記入すること）

商号又は名称 土木コンサルタント株式会社

事務所・倉庫等の住所 菊池市○○ 撮影年月日 令和○年○月○日

■この書類は、菊池市内に本店又は支店・営業所を有する方のみ提出してください。

■会社の看板ができる限り確認できるように撮影してください。

■写真は、3ヶ月以内に撮影されたものでカラーとします。



 ※　「実印」は個人にあっては実印を、法人にあっては登記印鑑を押印すること。

 ※　「使用印鑑」は法人の場合は、代表者又は委任を受けた支店長等を表す印鑑とすること。

様式第9号

使  用  印  鑑  届

実印 使用印

実印 使用印

〈注意〉

上記の印鑑を、菊池市の入札、見積、契約の締結並びに代金の請求及び受領のために使用したいのでお届けします。

住 所 ： 熊本県熊本市中央区○○番地

商号又は名称： 土木コンサルタント株式会社

代 表 者 名 ： 代表取締役　土木 太郎



様式第10号

住所

代表者氏名 実印

【注意事項】

１

２

（２）合名会社又は合同会社については、社員

（３）合資会社については、無限責任社員

（４）社団法人又は財団法人については、理事

（７）個人については、その者

（８）次に該当する場合は、（１）から（７）に掲げる者のほか、次の者

　　　ア　支配人をおく場合は、支配人

３ 役員名簿の記載に当たっては、対象者すべての同意を得てください。

　　　イ　支店長又は営業所長その他の者に契約事務を委任する場合は、支店長又は営
　　　　　業所長その他の者

（９）当該法人が会社更生手続又は民事再生手続中である場合は、（１）から（８）ま
　　　でに掲げる者のほか、管財人

誓　　約　　書

　今回の申請書における役員情報名簿に記載した者について、菊池市が実施する競争入
札参加資格審査の申請に当たり、暴力団員（菊池市暴力団排除条例第２条第２号に規定
する暴力団員をいう。）又は暴力団等関係者（菊池市契約等における暴力団等排除措置
に関する条例第２条第５号に規定する暴力団等関係者をいう。）に該当しない者である
とともに、今後、これらの者とならないことを誓約します。
　上記の誓約に反することが明らかとなった場合には、競争入札参加資格を制限されて
も異存ありません。

　また、上記の誓約の内容を確認するため、菊池警察署に照会を行うことについて承諾
します。

氏名、生年月日等、記載されたすべての個人情報は、菊池市個人情報保護法施行条例（令
和４年条例第27号）の規定に基づいて取り扱うものとし、菊池市が行う契約及び行政手続
等における暴力団等の排除に関する合意書に基づいて実施する暴力団等排除のための措置
以外の目的には使用しません。菊池市がこれらの情報をもとに菊池警察署から取得した個
人情報についても同様です。

役員名簿には、次に該当する者を記載してください。なお、氏名は正確な字体で記載して
ください。

（１）株式会社（特例有限会社を含む）については、取締役（代表取締役を含む）及び
　　　執行役（代表執行役を含む）

（５）（１）から（４）までに掲げる法人以外の法人については、（１）から（４）ま
　　　でに掲げる役職に相当する地位にある者

（６）法人格を有しない団体については、代表者及び団体の規約において重要な意思決
　　　定に直接関与することとされる者

代表取締役　土木　太郎

令和○年○月○日

   菊池市長　様

熊本県熊本市中央区○○番地

商号
又は名称

土木コンサルタント株式会社



菊池市長　江頭　実　様

（特記事項）

代 表 者氏名： 代表取締役　土木　太郎     

入札事務を支店・営業所等に委任される場合であっても、本社（本店）の代表
者名で提出してください。

様式第11号

申請書類記載事項の調査及び故意的誤記載に係る処分承諾書

　今回の資格申請に際し、提出しました書類（事項）につきましての、いかなる調査も承
諾します。
　また、記載した内容につきまして、故意による誤記載があると貴市が判断された場合
は、いかなる処分を受けましても異議は申し立てません。

　　　令和○年○月○日

商号又は名称： 土木コンサルタント株式会社

実印


